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概 要 
本研究の目的は「越境学習」が促進される会社の条件を明らかにすることである。 
「越境学習」は、中原（2012）が「組織の境界を往還しつつ、組織外において行われる学習」と
定義している。本研究における越境学習の定義は、類似概念の職場学習と明確に区別するため、中原
（2012）の定義にある「組織」を「会社」と読み替え、「会社の境界を往還しつつ、会社外において
行われる学習」とした。 
先行研究により越境学習の効用として、個人のキャリアに対する意欲が促されること、社外の人
的ネットワークを活用し自分に足りない知識を学ぶこと、実施している人は実施していない人よりも
業績が良いことなどが示唆されている。 
一方で課題としては越境学習が促進される会社とはどのようなものであるかの研究が進んでいな
いことであった。筆者はこの課題を明らかにしたいと「越境学習が促進される会社の条件」を研究対
象とすることにした。 
仮説を立てるためのプレ調査として、異なる会社に勤務する 23 名のビジネスパーソンへ、自社に
おいて越境学習が促進されているか、また会社は越境学習に対してどのように向き合っているかなど
インタビュー調査を行った。インタビュー結果を分析し、回答者が勤務する 23 社を「越境学習成功
会社」「越境学習未成熟会社」「越境学習批判会社」に分類した。「越境学習成功会社」においては、
社員が会社に対してポジティブである、ダイバーシティが浸透している、越境学習を促す仕組みがあ
るという特徴があった。 
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以上より、3 つの仮説を立てた。 
仮説 1 
越境学習は、所属する社員が会社に対してポジティブな感情で働いている場合において促進される。 
仮説 2 
越境学習は、ダイバーシティが浸透している会社において促進される。 
仮説 3 
越境学習は、越境学習を促す仕組みや制度がある会社において促進される。 
仮説を検証するため、本調査を行った。242 名のビジネスパーソンの協力を得てインターネットア
ンケートを実施した。回答を分析した結果、抽出された因子は「実践度」「満足度」「ダイバーシティ
浸透度」「支援度」であった。 
越境学習の「実践度」が高い会社は、社員が会社に対してポジティブな感情で働いている「満足
度」、様々な個性が活躍している「ダイバーシティ浸透度」、会社が越境学習を促す仕組みを設けるな
ど「支援度」が高いことが示唆された。 
更に因子間の重回帰分析を行ったところ、「実践度」と「満足度」、「実践度」と「支援度」は有意
な影響があり、仮説 1 と 3 は支持された。一方越境学習の「実践度」と「ダイバーシティ浸透度」は
有意な影響が見られず仮説 2 は支持されなかった。 
本調査における結果から、仮説 2 は支持されなかったが、「ダイバーシティ浸透度」はどのように
他の因子に影響しているかを分析した。「ダイバーシティ浸透度」は、直接「実践度」に影響はして
いないが、「満足度」と「支援度」を向上させることが示唆された。 
本研究は、越境学習を促進する上で、会社が実務においてすべきことを明らかにする一助になっ
たと考える。越境学習の「実践度」を高めるには「満足度」の下位尺度のうち「あらゆることを勘案
して、私は現在の仕事とポジションに満足している」について社員の認識を向上させることが重要で
ある。「支援度」の下位尺度うち「社外での学習を、会社が推進している」「業務時間中でも社外での
学習に参加させてもらえる」「社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる」について社
員の認識を向上させることが重要である。そして、それがより促進されるための土壌として、「ダイ
バーシティ浸透度」が有効となる。この下位尺度のうち「私の会社はダイバーシティが進んでいると
思う」「意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる」について社員が納得
する施策を打つことが有効であることが示唆された。 
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第 1章 はじめに 
第 1節 本研究の目的 
 会社に所属するビジネスパーソンが、社外で学習し、そこで得た知識や手法などを社内
に還元する「越境学習」についての研究を行う。 
越境学習の例を挙げる。ビジネススクールへの通学、異業種勉強会への参加、公開セミ
ナーへの参加などである。仕事の質を高め、知見を広げるために様々な学習機会がある。   
現在勤務する会社で知見を活かしたい人だけでなく、他社で雇用されるためにエンプロ
イアビリティを高める目的を持つ人もいるだろう。リクルートワークス研究所が発表した
「ワーキングパーソン調査 20141」によると、退職経験を持つワーキングパーソンは 59.1％
であった。生涯 1 社で勤め上げることが当たり前ではなくなっていることが分かる。転職
市場で自らの価値を光らせることは今後ますます必要になると考える。 
また、個人の能力向上に留まらず、越境学習が企業の競争優位を支えるイノベーション
に繋がるのではという期待もある。日本のリーディングカンパニー、17社2が委員を務める
「イノベーション 100 委員会」によるレポートが、2016 年に経済産業省から発行された。
レポートには「イノベーションを興すための経営陣の 5つの行動指針」が記載されており、
そのうち 1つに「越境の推奨」がある。 
「組織内外の壁を越えた協働を推進する。企業の内部の縦割り構造や、企業同士の壁を
越えて、自組織以外の知恵や考え方、技術を積極的に活用し、内外の知見を組み合わせた
協働による価値創出を推進する。」 
と明確に謳われている。政府、企業共にイノベーション促進には越境し学ぶことの重要
性を認識しており、越境学習は人々の関心を集めている。 
しかし、越境学習は経営学的な研究や組織論的な研究とは異なり、これまで学問的な探
求があまりなされてこなかった。越境学習は会社主導で促進することもあるが、その多く
は個人の意志で行われている。就業時間外に社外の知見を得るために活動するなど、越境
学習は組織のコントロール外であることが多いことから、経営学や組織論の研究の射程外
                                                   
1 調査対象母集団 首都圏 50km（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）で、正規社員・正規職員、契
約社員・嘱託、 派遣、パート・アルバイト、業務委託として 2014年 8月最終週に 1日でも就業し
ている 18～69歳の男女。（学生除く）／サンプル数 9857名（男性：5600名、女性：4257名） (ウ
エートバックによる集計は行っていない） 
2 アサヒグループホールディングス株式会社、ANAホールディングス株式会社、株式会社 NTTデータ、
KDDI株式会社、ソニー株式会社、株式会社電通、東京急行電鉄株式会社、三菱地所株式会社、株式
会社三菱 UFJフィナンシャル・グループ、株式会社 LIXILグループなど 17社 
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であったという理由がある（中原,2012）。 
先行研究には、越境学習する動機など個人の内面に焦点を当てたものや、越境先の組織
がどのようなものであれば学びが促進されるかという外部組織の状態に焦点を当てたもの
は多々あるが、越境元の会社がどのような状態や条件であれば社外の学びが還元されるか
に関しての調査はほとんど存在していない。そこで、本研究においては学習が還元される
会社の条件を明らかにすることを目的とする。 
本研究の成果が次の 2つの点において貢献することを期待する。 
1 点目は会社におけるイノベーションの推進である。学習が還元されやすい会社となる
ことで会社の枠を超えた知見が増えイノベーションがますます推進されること。2 点目は
越境学習が推進されることで個人の知見が広がり、知見を活かした新たな業務に就く可能
性が広がるなど個人の能力開発がますます促されることである。 
 
第 2節 本研究の背景 
筆者自身が、会社の枠を超えて外部の知見を学ぶことで自社のサービス向上や新たな取
り組みに貢献できたという体験を持つ。以下に例を 2つ挙げる。 
1 点目は自分自身の業務に生かした例である。人事である筆者が社員のモチベーション
を高めるための施策を検討していたところ、社外で表彰制度構築セミナーが開催されてい
た。セミナーで隣に座った参加者と話すと、当該会社では既に制度を導入しており、より
良い運用について学びに来たという。後日、アポイントをとり訪問し、表彰制度がもたら
す効果と検討すべき事項、運用面の注意などのレクチャーを受けた。学んだことを活かし、
筆者が勤務する会社の事情に合わせ表彰制度3を新設した。運用後の社員アンケート結果で
は「この会社でもっと頑張ろうと思った」と回答した社員は 6 割、表彰制度を実施して良
かったという社員は 8 割に上った。越境学習により新たな知見を得て、所属する会社の社
員モチベーションを向上させるという成果が得られたのである。 
2 点目は筆者のノウハウを他者が越境学習により自社に持ち帰り、展開した例である。
筆者の専門分野である「会社における教育体系の構築」において異業種勉強会を開催した。
勉強会に参加した他社の人事が勉強会の内容を、自社用にアレンジして体系図をゼロから
構築し、これを運用し、同僚から賞賛されたと筆者に感謝の連絡をしてくれた。 
以上のような例は枚挙にいとまがなく、越境学習の効果・効用を感じる。しかし、実際
                                                   
3 感謝の気持ちをカードに書き、贈り合う全員参加形式のもの。多く貰った人を表彰した。 
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に越境学習をしているビジネスパーソンは多くない4。 
筆者の周囲で越境学習をしない人に質問をしたところ、理由は様々であった。「子育て中
で時間が取れない」「本来やるべき業務で手一杯で時間が取れない」「自分の仕事の範囲は
ここまで。それを精一杯やっている」などであった。更に深く質問をしていくと、「知らな
い人の中に飛び込むのが怖い」「参加費用が高く、その分得られるものがあるか分からない」
という理由も出てきた。時間の制約に加え、本音では「怖い」「高い」という心理的なハー
ドルがあるのではないかと考えられた。 
また、社外の学ぶ機会に参加はするが、得たものを会社へ還元しない場合があった。 
質問をしたところ、「うちの会社では外で勉強することが好ましいと思われない。転職す
るつもりなのかと言われる」「意識高い系と思われるのが嫌で周囲には言わない」「外で勉
強するくらいなら、本業をしっかりやれと上司に言われる」などの回答があった。 
外部から得たものが組織に還元されずに終わっている例では、越境元である会社のあり
方に課題があるのではないかと考えられた。 
本研究では会社に焦点を当て、越境学習が促進されるための条件を明らかにする。 
 
第 3節 本研究の構成 
本研究は全部で 6章から構成される。 
第１章にて、本研究による目的と、これを選択した背景、そして本研究の全体構成につ
いて述べる。 
第 2 章にて、越境学習の定義づけを行う。そして、越境学習を行う動機や個人のキャリ
アにもたらす影響など「人」に焦点を当てた先行研究をレビューする。先行研究が示す越
境学習の効用と、先行研究が残している課題や限界について述べる。 
第 3 章にて、どのような条件を持つ会社が越境学習を促進するのか仮説を立てるために
行ったプレ調査について述べる。調査の対象者はいずれも日本で働くビジネスパーソン 23
名で、それぞれ異なる会社に勤める。プレ調査の結果、「社員が会社に対してポジティブな
感情で働いている会社」「ダイバーシティが浸透している会社」「越境学習を促す仕組みや
制度がある会社」において越境学習が促進されるのではないかという仮説を得た。また、
                                                   
4 中原（2012）によると、ビジネスパーソンへ直近 3年間の状況を調査したところ、社外の勉強会
に参加したことがある人は 35%、社外の交流会に参加したことがある人は 18%、社外の情報交換会に
参加したことがある人は 16%であった（複数回答）。 
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本研究における「ダイバーシティ」についての定義づけを行った。これは日本で認識され
ている概念と欧米との概念には乖離があるためである。 
第 4 章にて、仮説検証のために行った本調査について述べる。仮説をもとに「越境学習
に関するアンケート」を設計した。全 36問のインターネットアンケートとし、242名から
回答を得て分析を行い仮説の検証を行った。越境学習の実践には、会社に対する「満足度」
と、越境学習を促す「支援度」が影響することが分かった。 
第 5 章にて、本調査からの考察を述べる。本調査において、越境学習の実践と有意な影
響がなかった「ダイバーシティ浸透度」について追加分析を行った。「ダイバーシティ浸透
度」は「満足度」と「支援度」の向上に寄与することが分かった。本調査の回答者から、
越境学習を成功させている会社に所属する 7名にインタビューをし、越境学習を促進する
ための具体的取り組みについて話を聞いた。 
第 6章にて、この論文の実務応用可能性と限界について述べる。 
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第 2章 用語の定義と先行研究レビュー 
第 1節 用語の定義 
「越境学習」という用語について定義をするにあたり、ビジネスパーソンの学習という
点で共通している「職場学習」との違いについて論じ、二者の差を明確にする。また、越
境学習と職場学習の両者において起こる学習のプロセスについて「経験学習」の観点から
触れておく。 
 
第 1項 越境学習 
まずは「越境」という用語の概念についてである。越境は、読んで字のごとく何かの境
界を超えることであるが、組織を越境するという文脈で使われるときの概念については含
む意味が異なる。 
先行研究では、エンゲストロームが 1995年に「境界横断（boundary crossing）」として
越境について概念を提唱した。「発達は、レベルを垂直的に超えていくことにとどまるので
はなく、境界を水平的に横切っていくことでもあると見なされるべきである」としている。
境界を越えることが、発達に繋がるという文脈で論じられている。 
また、青山（2015）は Laveと Wenger（1991）が唱えた実践コミュニティの概念を用い、
「越境とは、実践コミュニティと他のコミュニティとの間の境界を越えることである」と
述べている。つまり、自分が日常的に仕事をする会社などが実践コミュニティであり、会
社という枠を超え、別の組織の枠に入ることを越境と定義した。 
越境の概念を抑えたところで、次に「越境学習」について定義をする。 
中原（2012）は、越境学習を「組織の境界を往還しつつ、組織外において行われる学習」
と定義している。先行研究において、前出した定義以外のものは見当たらなかった。本研
究における越境学習の定義は、中原（2012）が提唱した定義の「組織」を「会社」と読み
替え、「会社の境界を往還しつつ、会社外において行われる学習」とする。これは、類似概
念である職場学習との差を明確にするためである。 
越境学習の例として挙げられるものは、社外の公開研修や異業種交流会へ参加し他社の
ビジネスパーソンと交流する、ビジネススクールに通うなどである。学習の性質としては、
誰かに命じられるのではなく本人の意思で能動的に行われるものである。 
越境学習にはあらゆるものが考えられるが、本研究における越境学習が対象とする学び
は会社が本来求める利益に還元できるものに限る。越境して学習し、それを社内の仲間に
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共有したとしても趣味や稽古事などは対象としない。また、ネットワークビジネスやスピ
リチュアルな自己啓発セミナーは目的が会社の利益と相反する場合があるため対象としな
い。 
 
第 2項 職場学習と越境学習の違い 
越境学習と類似している概念の職場学習について、二者の混同がないよう論じておく。 
職場学習における「職場」とは「責任・目標・方針を共有し、仕事を達成する中で実質
的な相互作用を行っている課・部・支店などの集団」（中原, 2010）を指す。人により事業
部を思い浮かべたり、部や課を思い浮かべたり捉え方が異なるが一つの会社の中における
集団である。 
職場学習における「学習」とは、「経験によって、比較的永続的な認知変化・行動変化・
情動変化が起こること」と非常に広範囲な定義としており、信念や価値観の変化も含んで
いる（中原, 2010）。 
以上より、職場学習は会社内で起きる学び、信念や価値観の変化という会社の利益に直
接的に結びつかないことも含まれている点が越境学習との違いである（図 1）。 
学習の性質としては、人材育成責任を持つ上司や先輩などから支援を受けるため、受動
的な学習になる場合もあると言える。この点も能動的な越境学習との違いである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】中原（2012）より筆者作成 
図 1：用語の定義 越境学習の概念図 
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第 3項 学習のプロセス 
Kolb（1984）が提示した「経験学習サイクル」を引用し、松尾（2011）は図 2 のように
説明をしている。具体的な経験をした後、内省的な観察により振り返りをし、その経験が
他の場面でも応用できるような抽象的な概念（教訓）を形成し、その概念が通用するかの
実験を行う。このサイクルを回すことで、人は学ぶ。 
具体的な経験をどのような場所で行ったかの違いはあれ、越境学習・職場学習、共に同
じプロセスであると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】松尾（2011）より筆者作成 
 
 
第 2節 先行研究レビュー 
第 1項 越境学習の効用 
越境学習を行うことの効用について先行研究のレビューを行う。 
荒木（2007）は個人のキャリア開発に実践共同体への参加がどのように関わっているの
か実証的に分析した。大規模企業に勤務する高学歴の専門的職業従事者を中心にアンケー
ト調査を行い、回答者のうち、複数の実践共同体に参加している「境界越え」の経験者へ
インタビューを行った。インタビューより得られた示唆は、第 1に実践共同体への参加は
参加者の今後のキャリアに対する意欲と展望を促すもの、第 2 に実践共同体への参加は深
いリフレクションを促すもの、第 3に境界越えの経験は専門領域の自覚を促すものである。 
図 2：用語の定義 経験学習サイクル 
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三輪（2009）は知識労働者のキャリアの実態を分析した。幅広い知識労働者の中から、
職種を経営コンサルタントに絞り、インタビュー調査をもとにキャリア発達について明ら
かにした。 
経営コンサルタントを 2 つのグループに分けて調査した。一方は高度な提案や問題解決
を行う「分析・提案型コンサルタント」。もう一方は既存の知識を使い、何らかのサービス
やプログラムを実行する比較的定型的なサービスを提供する「サービス・助言型コンサル
タント」である。 
前者の分析・提案型のコンサルタントは大手シンクタンクやコンサルティングファーム
での勤務者で社内の学習機会が充実している。優秀な先輩社員や、書籍・資料なども豊富
である。この環境を活用し効率よく学習をしている。ただしより上位の職位に就くと、自
ら積極的に努力し社外の有識者や経営者などとのネットワークを作り仕事に活かすように
なってくる。また、後者のサービス・助言型コンサルタントは、様々な学習機会を積極的
に外部に求める。知識獲得のプロセスは組織に依存せず自律的である。背景には彼ら彼女
らが働く組織は小さな組織や独立して個人で働く人が多いことも挙げられる。社内に優れ
たノウハウが蓄積されている環境ではないため、社外に探索しに行く。組織外の幅広い分
野に向けて広げた人的ネットワークを活用し自分に足りない知識を学び、見分を広げよう
とする。 
舘野（2012）は、社外に出るビジネスパーソンの実態に関する調査を行った。社外の勉
強会への参加状況と、勉強会に参加する理由・成長実感・組織コミットメントについて報
告している。 
まず勉強会への参加状況である。過去 3 年間で勉強会に「参加していない」、「社内のみ
参加」、「社外のみ参加」、「社内外に参加」の 4 つの選択肢で聞いたところ社外のみと社内
外を合わせた数は、約 46％を占めた。また、参加した勉強会の中で、自分にもっとも影響
を与えたものは「社外で実施された勉強会」であった。そして、社外に出る理由としては
「自分の知識や技術の専門性を高めたいから」「新しいアイデアや着想を生み出したいか
ら」「多様な人と出会いたいから」であった。 
次に、勉強会に参加する理由・成長実感は、能力の向上、キャリア成熟を感じている人
は、勉強会に「参加していない人」<「社内のみ参加」<「社外のみ参加」<「社内外に参加」
の順に多かった。また、組織コミットメントは勉強会に「参加していない人」<「社内外に
参加」となった。 
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中原（2012）は越境学習の深層に存在する社会的ニーズの１つとして、企業の競争有意
を支えるイノベーションを見据えた非日常の学習機会の獲得であると述べている。同じ組
織の中にいると「過剰適応」や「能動的惰性」に陥る。イノベーションの促進は日常の慣
行軌道を超える組織マネジメントが必要になる。2 つ目のニーズは組織を超えたキャリア
開発・能力形成の願望である、としている。社会がグローバル化し、雇用の流動性が高ま
り、組織の再編が急激に進むという環境変化によるものである。 
しかし日本企業においては社外で学ぶ人は、社外で学ばない人から「外で勉強している
が、本当に力になってるのか」「好きなことをやっていて良いね」とスティグマが付与され
る可能性が高い。検証のため、中原は社外で越境学習をしている者といない者との業績比
較を行った。調査より社外勉強会や社外情報交換会へ参加している個人は、参加していな
い個人よりも業績が高い結果が出た。 
越境学習につきまとう「業績を上げられない人がするもの」「会社へのコミットメントが
低い人がするもの」というイメージは再考の余地があることを示唆した。 
石山（2013）はブローカー（実践共同体の結節を進める行為者、伝播者）が会社外で実
践した学習などを会社内へ還流するプロセスを研究した。 
還流プロセスを行う際、所属する会社から「なぜわざわざ新しいことをやる必要がある
のか」「社内の方法で解決できる」として反発が起きることがある。しかし、創発的にコラ
ボレーションをするノットワーキングスキルと、共同体の創設・維持・運営を行う共同体
スキルを高め、一度還流プロセスを経験すると、複数の価値観の意義を認識し、反発が生
じても還流を積極的に行うようになる。ノットワーキングスキルと共同体スキルは、異種
混成を目指すものである。異種混成は既存の実践に対し疑問を投げかける、拒絶する、挑
戦するなど葛藤を引き起こす。初めは葛藤が起きても、結果として企業にとっては有用な
知的資産を生み出したことになり、価値があるものだと言える。 
藤澤と香川（2015）は、自らの職業を通じて培ったスキルや知識を提供する社会貢献活
動（プロボノ）への参加が、働く上での自己や所属組織の資源に関する理解を促進する場
合があるか調査した。 
プロボノ活動は異なるコミュニティとの越境的対話による水平学習や社会的比較をもた
らし、参加する人に自己のスキルや価値の異化、所属組織の価値の再評価をもたらす場合
がある。そして、それらの学習は本業における役割の境界拡大に影響するとしている。 
藤澤（2016）は、どのような企業人が越境をしているのか、企業人にとって越境はどの
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ような経験なのかを調査した。越境経験者は会社や組織に対して前向きであること、新し
い繋がりや視野の拡大、人間的成長を実感する人が多いこと、越境活動で得たものを積極
的に本業に還元したいなどの結果を得た。越境経験者から人事への要望として社外活動へ
の許可と理解やフレキシブルな勤務時間制度などの声も得られた。今後は企業が従業員の
関心や事情に沿った活動が許容されるような柔軟な勤務制度や社外活動を主導して提供す
るなどして大きな還元が得られるかもしれない、としている。 
2016年に経済産業省より発行されている「イノベーション 100委員会」のレポートでは、
イノベーションを起こすために「越境の推奨」の記載がされている。そして「地球規模で
社会課題が顕在化し産業構造が激変する中、世界中の多くの企業がいま求められるイノベ
ーションを興せずにいる」とした上で、イノベーションを阻む５つの課題について述べて
いる。 
課題 1  今までの成功モデルから脱却できない。 
課題 2  既存事業による短期業績に注力し過ぎる。  
課題 3  顧客の本質的なニーズを捉えられない。  
課題 4  現場のアイデアがことごとく弾かれる。  
課題 5  内部リソースにこだわりすぎる。 
上記課題を受け、イノベーションを興すための経営陣の５つの行動指針として 
指針 1  変革ビジョンの発信と断行 
指針 2  経営の増築 
指針 3  価値起点の仕組構築 
指針４  挑戦の奨励 
指針 5  越境の奨励  
上記を定めている。 
本論文のテーマに関連の深い「指針 5 : 越境の奨励」については 
「組織内外の壁を越えた協働を推進する。企業の内部の縦割り構造や、企業同士の壁を
越えて、自組織以外の知恵や考え方、技術を積極的に活用し、内外の知見を組み合わせた
協働による価値創出を推進する。」 
と補足があり、具体的に行動するためのチェックリストとして、「あなた自身は意図を持
って『企業同士の壁』を越えた知見の共有をしていますか？ 」「その『企業同士』の共有
は、あなたの今までのつながりに留まっていませんか？」「『企業同士』の共有を、情報交
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換会を越えて、意味のある行動につなげたことはありますか？」など定められている。 
このレポートにおいては、越境が企業にイノベーションを起こす可能性がある、効用が
あるものとして記載されている。 
以上より、各先行研究やレポートにおいて、越境学習は、個人のキャリアにプラスの効
用を与えたり、人材としての価値を上げ組織に利益をもたらしたり、越境学習をしていな
い人よりもしている人は高い業績であることなど様々な効用があることが示唆・証明され
ている。 
 
第 2項 先行研究に残る課題 
越境や越境学習に関する先行研究の多くは、越境学習をする個人のキャリア開発や、そ
の動機などに関して書かれたものが多い。 
先行研究が対象としているのは、会社員かつ越境学習をしている人であることが多い。
これは前提として越境学習をする人としない人の 2 つのタイプが存在しているということ
である。なぜ、越境学習をする人としない人が分かれるのかについての言及を行っている
ものは少ない。 
前項で示した、荒木（2007）、舘野（2012）、石山（2013）、藤澤・香川（2015）の先行研
究においては越境元の会社についての研究が十分になされていないことを課題として残し
ている。 
つまりどのような越境元の組織において、越境学習をする人が育まれ、越境学習をしな
い人が出てくるのかは調査が進んでいない分野だということである。 
先行研究が言及していることと、研究の限界・今後の方向性について、表 1にまとめた。 
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著者 発表年 論文タイトル 概要 研究の限界・今後の方向性
荒木　淳子 2007
企業で働く個人の「キャリア
の確立」を促す学習環境に関
する研究
-実践共同体への参加に着目し
て-
個人のキャリアの確立はリフ
レクションや、社外へも広が
る概念である実践共同体への
参加により促される。
企業がキャリア開発を支援す
る環境については具体的事例
の提示を行う必要がある。
三輪　卓己 2009
経営コンサルタントの自律的
キャリアの実態の分析
ｰ知識の獲得、人的ネットワー
ク、キャリア志向の多様性ｰ
意欲の高いコンサルタントに
は組織内には活用できる学習
機会が乏しいため、積極的に
社外で人的ネットワークを形
成し自分にはない知識や情報
を得ようとする。
組織の特性などにおいてコン
サルタントのキャリアに影響
を与える要素があると推察。
十分な吟味で信頼性が高い研
究につながる。
舘野　泰一 2012
職場を越境するビジネスパー
ソンに関する研究
社外の勉強会に参加している
ビジネスパーソンはどのよう
な人なのか
ビジネスパーソンが社外に出
る理由の多くはポジティブな
もの。キャリア・成長志向で
社外に出るビジネスパーソン
は組織コミットメント が高
い。社外に出て成長実感を得
ている人たちは「社内に足場
がある人たち」。
どのような会社にいる人が社
外に出ていくのかについては
検討を行っていない。
中原　淳 2012 越境学習
社外勉強会や社外情報交換会
へ参加している個人は、参加
していない個人よりも高い業
績である。
組織の定める就業時間外に、
個人の自由意志によって行わ
れ、組織がコントロールでき
ない越境学習は経営学・組織
論の研究の射程外であった。
今後はさらなる研究の発展が
期待できる。
石山　恒樹 2013
実践共同体のブローカーによ
る、企業外の実践の企業内へ
の還流プロセス
ブローカー（伝播者）が企業
外で実践した学習を企業内へ
還流すると所属企業から反発
が大きい。ブローカーの存在
と意義が認知されていないこ
とが理由の一つと考え られ
る。
積極的にブローカリング（伝
播行為）を受容する文化を醸
成し、ブローカリングが生じ
やすい越境元企業における条
件の具体的事例を提示する必
要がある。
藤澤　理恵
香川　秀太
2015
本業外の社会貢献活動（プロ
ボノ）への参加が促進する組
織再社会化
‐変革的役割志向に着目して
‐
プロボノへの参加が、自己や
所属組織の資源に関する理解
を促進する場合があり、本業
における役割の境界拡大に影
響するとしている。
どのような組織や職務の環境
が役割変革を含む個人の行動
や態度に影響を与えるのかな
ど具体的な検証を行うことが
考えられる。
藤澤　理恵 2016
越境活動経験者は会社への貢
献にも前向き。異文化で磨か
れたスキルや気づきが本業に
も生かされる
401名の経験者の声を聞く、越
境学習実態調査
越境経験者は会社や組織に対
して前向きであるなどの結果
を得た。越境経験者から人事
への要望として社外活動への
許可と理解やフレキシブルな
勤務時間制度などの声も得ら
れた。
今後は企業が従業員の関心や
事情に沿った活動が許容され
るような柔軟な勤務制度や社
外活動を主導して提供するな
どすることで大きな還元が得
られるかもしれない。
【出所】先行研究より筆者作成 
表 1：先行研究レビュー 越境学習及び類似概念の先行研究まとめ 
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第 3章 プレ調査 
どのような組織において越境学習が推進されるのか、仮説を立てるためにプレ調査を行
った。筆者の友人・知人の中で、社外で学びを実施しているビジネスパーソンから協力を
得た。社外で得た学びを社内に還元するという越境学習の一連の流れを行っているか否か
をヒアリングし、現在勤務している会社の社風や制度などについて質問を重ねた。 
 
第 1節 概要 
調査名  ：所属する会社の越境学習実施状況調査 
調査方法 ：対面もしくは電話によるインタビュー形式 
調査期間 ：2017年 7月 22日～8月 5日 
回答者  ：社外で学習の機会を設けているビジネスパーソン 23名 
性別・年齢：性別と年齢の分布を表 2に示す。 
業種・職種：業種は ITインターネット・メーカー・金融・商社など 12業種、 
職種は事務職・企画職・研究開発職・営業など 8職種を対象。 
業種と職種の分布を表 3に示す。 
調査内容 ：調査対象者がどのように周囲に組織外での学びを還元しているか。 
所属する企業の人員構成や制度について。 
 
 
 
 
 
 
                        【出所】調査概要より筆者作成 
                                                
 
 
 
 
表 2：プレ調査 回答者の性別・年齢分布 
20代 30代 40代 50代 総計
男性 1 12 3 1 17
女性 4 2 6
総計 1 16 5 1 23
22 
 
事務職 企画職 研究開発職 営業職 サービス職 その他 総計
IT・インターネット 1 1 1 3
メーカー 1 1 1 3
流通・小売・サービス 1 1
コンサルティング 2 2
マスコミ・メディア 2 1 3
金融 1 1 2 4
メディカル 1 1 2
インフラ 1 1
その他（教育・官公庁等） 1 2 1 4
5 5 2 6 0 5 23
【出所】調査概要より筆者作成 
 
調査はあらかじめ質問項目を厳密に定めることなく、調査の主旨を説明した上でざっく
ばらんに話を聞く方法を用いた。回答者自身が越境学習を行っているか、同僚は行ってい
るかという越境学習の会社における実施状況と、その会社の人員構成や制度などの会社プ
ロフィールについてインタビューし、得られた言語データを整理し、仮説を立てた。 
下記は、インタビュー時に用いた質問の一部である。 
・自身がどのように周囲へ学習を展開しているか 
・同僚は社外で学習をしているか 
・学習を自社内へ展開するときの周囲の反応はどうか 
・会社は社外での学習を、費用面や時間面などで支援しているか 
・会社は社外で学習をしてきた人が、社内へ還元する場合に評価をするか 
・社員構成において新卒と中途の割合はどの程度か 
・社員構成において男性と女性の割合はどの程度か 
・採用時は特定の大学から採用するなど学歴による判断があるか 
 
 
 
 
 
表 3：プレ調査 回答者の業種・職種分布 
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第 2節 結果 
23名から得た情報をもとに、調査対象の会社を 3つに分類した。 
1 つめは組織文化として越境学習が促進されている「越境学習成功会社」。2 つめは組織
の中に積極的に越境学習している人はいるが、少数である「越境学習未成熟会社」。3つめ
は組織において越境学習は価値がないもの、もしくは批判的に見られている「越境学習批
判会社」と呼ぶことにする。協力を得た 23名は全員が異なる会社で勤務しているため、 
社数で内訳を下記に示す。 
越境学習批判会社が最も多く 12社、次いで多いのは越境学習成功会社で 7社、最も少な
いのは越境学習未成熟会社で 4社だった（図 3）。 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
3つのカテゴリで、それぞれの特徴を分析すると下記傾向が見られた（表 4）。 
 
越境学習成功会社 
・男女比のバランスが取れている（7社中 5社、71%） 
・中途社員が多い（7社中 4社、57%） 
・学歴は関係ない、学閥が無い（7社中 2社、29%） 
・人事考課に越境学習を評価する項目がある（7社中 6社、86%） 
・企業として越境学習を促進する仕掛けがある（7社中 4社、57%） 
・回答者自身が会社に対してポジティブな感情を持っている（7社中 6社、86%） 
 
 
図 3：プレ調査 越境学習実施状況 
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越境学習未成熟会社 
・男女比のバランスが取れている5（4社中 0社、0%） 
・中途社員が多い（4社中 2社、50%） 
・学歴は関係ない、学閥が無い（4社中 1社、25%） 
・人事考課に越境学習を評価する項目がある（4社中 0社、0%） 
・企業として越境学習を促進する仕掛けがある（4社中 0社、0%） 
・回答者自身が会社に対してポジティブな感情を持っている（4社中 4社、100%） 
越境学習批判会社 
・男女比のバランスが取れている6（12社中 1社、8%） 
・中途社員が多い7（12社中 2社、17%） 
・学歴は関係ない、学閥が無い8（12社中 2社、17%） 
・人事考課に越境学習を評価する項目がある（12社中 1社、8%） 
・企業として越境学習を促進する仕掛けがある（12社中 6社、50%） 
・回答者自身が会社に対してポジティブな感情を持っている9（12社中 2社、17%） 
 
 
 
 
 
 
 
                    
                           
 
【出所】調査結果より筆者作成 
                                                   
5 越境学習未成熟企業は、男性社員の割合が多いという回答であった。 
6 越境学習批判企業は、男性社員の割合が多いという回答であった。 
7 越境学習批判企業は、ほぼ新卒採用という回答であった。 
8 越境学習批判企業は、難関大学卒業生が多く、学閥があるという回答であった。 
9 越境学習批判企業は、ポジティブと言えない場合でも、ネガティブではなく中立な立場の回答も
あった。 
n=23
カテゴリ 社数
男女
同等の人数
中途社員
が多い
学歴関係
なし
越境学習成功会社 7 5（71％） 4（57%） 2（29%）
越境学習未成熟会社 4 0（0%） 2（50%） 1（25%）
越境学習批判会社 12 1（8%） 2（17%） 2（17%）
カテゴリ 社数
人事考課に
反映される
促進の仕掛け
あり
会社に対して
ポジティブ
越境学習成功会社 7 6（86%） 4（57%） 6（86%）
越境学習未成熟会社 4 0（0%） 0（0%） 4（100%）
越境学習批判会社 12 1（8%） 6（50%） 2（17%）
カッコ内は、各カテゴリの社数を母数とする
カッコ内の割合が最も多いところを網掛け
表 4：プレ調査 越境学習実施状況別 特徴 
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「会社への感情」について補足する。インタビューを実施し、各人をポジティブ・中立・
ネガティブと分類した。具体例を下記に示す。 
 
越境学習成功会社に所属する a氏（インタビュー：2017年 7月 29日実施） 
「会社のみんな仲がいい。いわゆる『勉強』をしている人は少ないけれど、社外で見知っ
たことを社内で共有する文化がある。営業も企画部門も LINEグループを使ってリアルタイ
ムに情報共有をしているし、毎週 1回は朝礼の時間を使ってミニグループをいくつか作り
情報交換会をしている。情報交換会の内容は全社にシェアする。内容は、取引先の会社が
やっているイベントや商品のディスプレイ、取引がない会社でも当社に関係する商品やサ
ービスなど、取り組みが素敵なものや参考になるものを見つけたら写真を撮って共有する。
キャラクタービジネスを行っているので、自社が取り扱っているキャラクターが舞台化さ
れたら、休日に観に行き、社内に感想を共有することも。みんなへ貢献すると言うか、大
げさなものではなく、情報を知らせてあげたいなと思う。上司もみんなの取り組みを見て
くれていて、ちゃんと評価してくれている」 
 
a 氏が勤務する会社は、流行を先取りしキャラクターを使った商品を企画して上市させ
る事業を行っており、スピードが求められハードな業務である。しかし上司と部下の距離
が近く会社の一体感があるため、忙しくとも充実しているという発言があった。 
よって、a氏を会社に対してポジティブと分類した。 
 
越境学習未成熟会社に所属するｂ氏（インタビュー：2017年 8月 1日実施） 
「私がマネジメントしているチームは完全に実力主義で、営業成績がそのまま人事の評価
になっていてわかりやすい。会社の考えと合う人はやりがいをもって頑張るし合わない人
はすぐに辞めていく。自分から外で勉強をする人は少ないと思う、でも成績を上げたい意
欲がある人は、同業他社から敢えて営業を受け、トーク術を盗むなど努力している。実力
主義なのでそれぞれのやり方で技術は磨いている。私の場合は外で見聞きした他社の優れ
た営業トークやスキルをチームの成績向上のため都度フィードバックしている」 
 
ｂ氏は個人向け営業のマネージャーである。目標が日次であり、日々受注のプレッシャ
ーがあり組織はピリピリしている。営業先は個人であるため土日祝日は関係がなく、ｂ氏
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自身は休みの日であっても部下の毎日の目標が達成できるよう電話やメールでフォローし
ている。個人商店のような働き方なので、互いに信頼関係が強いとまでは言えないが、評
価が正当で納得感があると話していた。 
よって、b氏をポジティブでもネガティブでもなく、中立と分類した。 
 
越境学習批判会社に所属するｃ氏（インタビュー：2017年 8月 3日実施） 
「新卒入社が大半の会社。私は中途で入社したが新卒入社の人たちの立場が強いと日々感
じている。中途入社で成果を出しても、新卒入社で同い年くらいのあまり結果を出してい
ない人よりも数百万円給与が低く、その差は埋まらない構造になっている。周囲の人はあ
まり外部で勉強していない。私はビジネススクールに通っているが、社内では大きな声で
は言えない。『小賢しい』『転職する気か』と言われてしまう。自分以外にもビジネススク
ールに行っている人はいるが、社内に公表していない。仕事で成果を出しても評価されず
学んでも冷ややかな目で見られ、飼い殺しされている感覚がある。」 
 
ｃ氏は歴史ある大手企業に勤務している。社員は高学歴が多く業務内容は難易度が高い。
近年は業界へ異業種の参入が増え、老舗の会社は苦戦しており社員は知識もスキルも 
アップデートする必要性に迫られている。しかし、実際それを行おうとすると歓迎されな
い雰囲気があり、ｃ氏は強いジレンマを持っていた。 
よって、ｃ氏をネガティブと分類した。 
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第 3節 仮説 
以上の結果から仮説を立てる。 
仮説 1：越境学習は、所属する社員が会社に対してポジティブな感情で働いている場合
において促進される。 
社員が会社に対してポジティブな感情があると、さらに会社を良くしたいという気持ちが
沸くのではないか。一方でネガティブな感情があれば会社を良くしたいという気持ちには
ならず、社外での学びを敢えて社内に還元しようとは思いにくいのではないか。よって、
ポジティブな感情があることが条件になるのではないかと仮説を立てた。 
 
仮説 2：越境学習は、ダイバーシティが浸透している会社において促進される。 
「越境学習成功会社」は、男女比のバランスが良く、中途採用者が多く、学歴関係なく活
躍していることが見て取れる。多様な人材が在籍している会社であることが条件になるの
ではないかと仮説を立てた。 
 
仮説 3：越境学習は、越境学習を促す仕組みや制度がある会社において促進される。 
会社が越境学習にかかる費用を負担する、就業時間内の外出を許可するなど促進する仕掛
けがあり、越境学習をしたら人事考課で評価される制度が整っていることが条件になるの
ではないかと仮説を立てた。 
 
仮説 1から 3の「社員が会社に対してポジティブである」「ダイバーシティが浸透してい
る」「越境学習を促す仕組みや制度がある」が要因となり、「越境学習が成功する」という
結果になるという因果関係が成り立つのではないかとの仮説から、図 4 の越境学習が成功
するモデル（仮説）を設定した。 
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【出所】筆者作成 
 
第 4節 日本におけるダイバーシティ 
 ここで本論文におけるダイバーシティについて論じておく。日本におけるダイバーシテ
ィは「人種のサラダボウル」と言われるアメリカのものとは異なる。 
アメリカでは、ダイバーシティは労働力が多様化すると競争優位になり、組織に利益をも
たらすものとして、経営問題と結びつけられて考えられる。そしてアメリカでは、この考
え方は誰もが知る常識となっている（谷口, 2008）｡ 
 一方、日本においては事情が異なる。1990年代にバブル経済が崩壊するまで、各社は新
規学卒者一括採用で日本人男性を主として採用しており、各社多様性とは程遠い人員構成
となっていた。しかし不景気の影響により若者は正社員として就職が出来なくなりフリー
ターが増え、雇用形態が多様化した。また、グローバル企業の日本参入により産業構造が
変わり、日本で働く外国人が増え、女性が活躍するサービス業が増え、製造業の生産拠点
が海外に移転し日本から労働力の流出などが起きた（坂東, 2014）。日本における労働力の
多様性はアメリカの戦略的なものとは異なり、環境の変化により自然に発生したものと言
える。実情として、日本におけるダイバーシティの対象は日本人女性、高齢者、外国人、
障害者などが中心となっており、特定の属性を持つ人々の雇用上の問題への対応である（堀
田, 2015）。 
 本論文においても、日本におけるダイバーシティの実情に即したものとして論じる。 
図 4：プレ調査 越境学習が成功するモデル（仮説） 
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第 4章 本調査 
本調査は、プレ調査の結果から得られた仮説を明らかにするために行う。仮説をもとに
設計した質問項目を広く経営者や会社員を対象として行い、越境学習が促進される会社に
おいてはどのような条件があるかを明らかにするために行う。 
 
第 1節 概要 
調査名  ：越境学習に関するアンケート 
調査方法 ：インターネットによるアンケート 
調査期間 ：2017年 9月 17日～9月 24日 
回答者  ：ビジネスパーソン 242名 
業種・職種：業種は ITインターネット・メーカー・金融・商社など 12業種、 
職種は事務職・企画職・研究開発職・営業など 8職種を対象。 
設立年数 ：在籍する会社の創業から現在までの設立年数を、おおよそ 10年刻みで 
回答。 
役職   ：経営者・管理職・一般職・その他から回答。 
調査内容 ：越境学習の実施状況 6問、会社における越境学習の浸透状況 5問、 
会社における越境学習の支援 6問、ダイバーシティ 7問、 
職務・組織満足度 8問。 
「よく当てはまる」を 5、「全く当てはまらない」を 1 としたリッカート 5
件法を用いた。また、一部質問においては選択肢から回答。 
会社の属性（業種・設立年数）2問、個人の属性（職種・役職）2問。 
属性は選択肢から回答。 
質問項目 ：プレ調査の結果をもとに構築（表 5）。 
質問の１から 11は、越境学習を自分や周囲が実践しているかどうか実践状
況について質問した。 
質問 12から 17は、会社が越境学習をどのように促進させているのか、し
ている場合はどのような方法を取っているのか促進する方法について質問
した。質問 18から 24は会社では性差や新卒入社や中途入社のような入社
時の条件に関わらず評価されているか、特定の人物だけで意思決定がなさ
れる環境であるのかなど、ダイバーシティが組織に浸透しているか質問した。 
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質問 25から 3210においては、仮説で「ポジティブな感情」と称したものを
より具体的に分解するため、満足度と置き、誇りや適切な業務・適正な評
価であるかという内容とした。 
                                                   
10 御子柴（2005）による従業員満足度調査を参考に作成。 
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【出所】筆者作成 
表 5：本調査  質問項目 
カテゴリ 設問番号 設問
Q1 私は社外で学習している
Q2 私は社外で学習していることを周囲に伝えている
Q3 私が社外で学習していることは周囲から好意的に見られている
Q4 私は社外の学習で得た内容を社内に還元している
Q5 私は社外の学習で得た内容を社内に還元して感謝されている
Q6
私が行っている社外の学習は下記である
※複数選択
ビジネススクール/公開研修・セミナー参加/自主勉強会参加/異業種交流会参加/
展示会見学/他社店舗や施設見学/海外経験/副業/その他(具体的に記載）
Q7 私の会社には社外で学習している人が複数いる
Q8 社外で学習している人は、それを周囲に伝えている
Q9 社外で学習している人は周囲から好意的に見られている  
Q10 社外で学習している人は社内にその内容を還元している  
Q11 社外で学習し社内にその内容を還元した人は感謝されている　  
Q12 社外での学習を、会社が推進している　  
Q13 社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる　  
Q14 社外での学習費用を会社が負担してくれる　  
Q15 業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる　  
Q16 社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される　  
Q17 社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる　  
Q18 私の会社はダイバーシティが進んでいると思う
Q19 私の会社では意思決定は会議など公式な場で行われる
Q20 意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる
Q21 私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定に参加できる
Q22 私の会社は性別に関係なく評価される
Q23 私の会社は学歴に関係なく評価される
Q24 私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される
Q25 私はこの会社で働くことに誇りを持っている　
Q26 私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている　
Q27 私の会社では顧客の声などを反映し商品やサービスの改善を行っている　
Q28 私の会社では良い仕事を行うために継続的に社内研修の機会を設けている　
Q29 私の仕事量と責務は適切だと思う 　
Q30 私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与えられている 
Q31 私のマネージャーは良い仕事を行った場合は、その旨をきちんと伝え評価してくれる 　
Q32 あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足している
会社における
越境学習
の状況
会社における
越境学習
支援のしくみ
会社における
ダイバーシティ
の浸透
会社や仕事への
満足度
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第 2節 結果 
第 1項 回答者と会社の属性 
上記調査を実施した結果、インターネットアンケートによる 242 名の回答者内訳を下記
に示す（表 6）。 
最も多いのは、業種ではメーカー、職種では企画職であった。各業種や職種は、人数の
多少があるが、全ての業種の選択肢、全ての職種の選択肢に回答者が散らばる結果となっ
た。 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
役職は一般職が 52.1%で最も多く、次に多かったのは管理職で 39.3%、経営者とその他を
合わせ 8.7%であった（図 5）。 
 
図 5：本調査 回答者の役職 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
事務職 企画職 研究開発職 技術・SE職 営業職 サービス職 技能職 その他 総計
IT・インターネット 9 15 7 6 1 2 40
メーカー 13 22 1 2 8 1 1 2 50
流通・小売・サービス 2 10 7 2 5 26
コンサルティング 7 3 1 1 1 13
マスコミ・メディア 3 8 3 1 2 17
エンターテインメント 4 1 5
金融 5 12 2 6 2 1 28
建設・不動産 1 1 1 4 7
商社 1 2 3 6
メディカル 6 2 1 1 2 1 13
インフラ 3 5 1 9
その他（教育・官公庁等） 6 4 2 1 1 3 4 7 28
総計 43 96 7 11 43 9 12 21 242
表 6：本調査 回答者の業種及び職種分布 
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在籍する会社の設立年数は最も多かったのは 11年から 20年の範囲で 19.0％、次いで多
かったのは 101年以上の歴史がある会社で 17.4%であった（図 6）。 
 
図 6：本調査 在籍する会社の設立年数 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
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第 2項 本調査への回答 
越境学習に関する調査は各質問、リッカート 5件法を用いた。質問に対し、「よく当ては
まる（5点）」「やや当てはまる（4点）」「どちらとも言えない（3点）」「やや当てはまらな
い（2点）」「全く当てはまらない（1点）」のいずれかを選択してもらった。 
平均値が 4.54と最も高かったものは「私は社外で学習している（標準偏差 0.86）」であ
り、次いで「私の会社は学歴に関係なく評価される（平均値 3.92、標準偏差 1.18）」、「私
は社外で学習していることを周囲に伝えている（平均値 3.85、標準偏差 1.26）」であった
（図 7）。 
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図 7：本調査  回答 
 
【出所】調査結果より筆者作成  
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複数回答の選択式質問で、自身が実施している越境学習を選択してもらった。 
最も多い回答がビジネススクールで 69.4%、次いで公開研修・セミナー参加で 63.2%であ
った（図 8）。 
図 8：本調査 自身が実施している越境学習 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
第 3節 分析 
第 1項 全体分析における分析の方法 
 越境学習成功会社となるためにはどのような条件が必要になるのか。選択回答の質問を
除き、リッカート 5件法で回答を求めた 31の質問項目で因子分析を実施した。因子の抽出
には主因子法を用いて実施した。スクリープロットの形状より固有値の変化は 4 因子構造
が妥当であると考え、4因子と仮定し、主因子法・プロマックス回転で因子分析を行った。
この結果の因子パターンを表 7に示す。ただし、各項目のうち因子負荷が 0.40に満たなか
った 9項目を除いた。 
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I Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Q30. 私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知
     され適正な報酬を与えられている
0.911 -0.102 0.002 -0.072
Q29. 私の仕事量と責務は適切だと思う 0.708 -0.084 0.031 0.016
Q32. あらゆることを勘案して、私は現在の仕事と
     ポジションに満足している
0.680 0.008 0.063 0.031
Q31. 私のマネージャーは良い仕事を行った場合は
     その旨をきちんと伝え評価してくれる
0.638 0.118 0.039 -0.136
Q25. 私はこの会社で働くことに誇りを持っている 0.609 0.187 -0.048 0.082
Q26. 私は私の会社が提供する商品やサービスに
     誇りを持っている
0.445 0.240 -0.220 0.154
Q24. 私の会社は新卒者・中途採用者関係なく
     評価される
-0.024 0.763 -0.110 0.011
Q23. 私の会社は学歴に関係なく評価される -0.027 0.752 -0.165 -0.107
Q22. 私の会社は性別に関係なく評価される 0.023 0.696 -0.072 0.008
Q21. 私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの
     仕事に直接関わる意思決定に参加できる
0.093 0.552 0.132 -0.092
Q18. 私の会社はダイバーシティが進んでいると思
う
0.049 0.449 0.247 -0.083
Q20. 意思決定は社内政治ではなく調査や事実、
     専門的指標により行われる
0.181 0.438 0.215 -0.023
Q12. 社外での学習を、会社が推進している 0.066 -0.080 0.771 0.035
Q14. 社外での学習費用を会社が負担してくれる 0.122 -0.223 0.726 -0.166
Q16. 社外で学習し社内に還元したら、人事考課で
     評価される
-0.227 0.162 0.712 -0.045
Q15. 業務時間中でも社外での学習に参加させて
     もらえる
-0.023 -0.038 0.568 0.092
Q13. 社外の学習に参加する際、上司は業務の
     フォローをしてくれる
0.187 -0.099 0.482 0.105
Q17. 社外で学習し社内に還元したら、社内の評判
     がよくなる
-0.145 0.346 0.429 0.173
Q2.  私は社外で学習していることを周囲に伝えて
     いる
-0.072 -0.020 -0.005 0.755
Q4.  私は社外の学習で得た内容を社内に還元して
     いる
-0.030 -0.014 -0.010 0.667
Q1.  私は社外で学習している -0.056 -0.200 -0.064 0.594
Q5.  私は社外の学習で得た内容を社内に還元して
     感謝されている
0.154 -0.011 0.010 0.591
Q3.  私が社外で学習していることは周囲から
     好意的に見られている
0.080 0.110 0.115 0.543
因子
因子抽出法: 主因子法
 回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成  
表 7：本調査 因子パターン 
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因子Ⅰは、6項目で構成されている。 
・私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与えられている 
・私の仕事量と責務は適切だと思う 
・あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足している 
・私のマネージャーは良い仕事を行った場合はその旨をきちんと伝え評価してくれる 
・私はこの会社で働くことに誇りを持っている 
・私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている 
であった。満ちている状態、不平や不満が無い状態を示す項目であることから、「満足度」
と命名した。 
 
因子Ⅱは、6項目で構成されている。 
・私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される 
・私の会社は学歴に関係なく評価される 
・私の会社は性別に関係なく評価される 
・私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定に参加できる 
・私の会社はダイバーシティが進んでいると思う 
・意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる 
であった。特定の属性にある人だけが優遇されるのではなく、多様性が生かされることを
示す項目であることから、「ダイバーシティ浸透度」と命名した。 
 
因子Ⅲは、6項目で構成されている。 
・社外での学習を、会社が推進している 
・社外での学習費用を、会社が負担してくれる 
・社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される 
・業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる 
・社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる 
・社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる 
であった。費用や時間の支援、業務のフォロー、学習による評価や評判が組織における仕
組みにより成り立つことから、「支援度」と命名した。 
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因子Ⅳは、5項目で構成されている。 
・私は社外で学習していることを周囲に伝えている 
・私は社外の学習で得た内容を社内に還元している 
・私は社外で学習している 
・私は社外の学習で得た内容を社内に還元して感謝されている 
・私が社外で学習していることは周囲から好意的に見られている 
であった。「実践度」と命名した。 
 
第 2項 各因子の相関 
各因子の相関は下記のようになった。 
「満足度」と「ダイバーシティ浸透度」の Pearsonの相関係数は.540 
「ダイバーシティ浸透度」と「支援度」の Pearsonの相関係数は.412 
「支援度」と「実践度」の Pearsonの相関係数は.385 
「実践度」と「満足度」の Pearsonの相関係数は.329 
であった（表 8）。 
表 8：本調査 各因子の相関 
【出所】調査結果より筆者作成 
満足度
ダイバーシティ
浸透度 支援度 実践度
Pearson の相関係数 1 .540** .427** .329**
有意確率 (両側) 0 0 0
度数 242 242 242 242
Pearson の相関係数 .540** 1 .412** .223**
有意確率 (両側) 0 0 0
度数 242 242 242 242
Pearson の相関係数 .427** .412** 1 .385**
有意確率 (両側) 0 0 0
度数 242 242 242 242
Pearson の相関係数 .329** .223** .385** 1
有意確率 (両側) 0 0 0
度数 242 242 242 242
実践度
**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) です。
満足度
ダイバーシティ
浸透度
支援度
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第 3項 各因子の信頼性分析 
各因子については、信頼性分析を行い、因子を構成する各項目の精査を行った。各因子
の Cronbach のアルファを求め、各質問の Cronbach のアルファと比較したが、特に削除す
べき項目はなかった（表 9、10、11、12）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
表 9：本調査 因子「満足度」についての信頼性分析 
表 10：本調査 因子「ダイバーシティ浸透度」についての信頼性分析 
項目が削除された場合の
Cronbachのアルファ
Q25.私はこの会社で働くことに誇りを持っている 0.809
Q26.私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている 0.844
Q29.私の仕事量と責務は適切だと思う 0.829
Q30.私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与えられている 0.802
Q31.私のマネージャーは良い仕事を行った場合は、その旨をきちんと伝え評価してくれる 0.831
Q32.あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足している 0.816
Cronbach のアルファ
標準化された項目に基づいた
Cronbach のアルファ
項目の数
0.847 0.847 6
Cronbach のアルファ
標準化された項目に基づいた
Cronbach のアルファ
項目の数
0.806 0.808 6
項目が削除された場合の
Cronbachのアルファ
Q18.私の会社はダイバシティが進んでいると思う 0.793
Q20.意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる 0.772
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定に参加できる 0.774
Q22.私の会社は性別に関係なく評価される 0.767
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価される 0.782
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される 0.766
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【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
Cronbach のアルファ
標準化された項目に基づいた
Cronbach のアルファ
項目の数
0.764 0.763 5
項目が削除された場合の
Cronbachのアルファ
Q1.私は社外で学習している 0.761
Q2.私は社外で学習していることを周囲に伝えている 0.699
Q3.私が社外で学習していることは周囲から好意的に見られている 0.717
Q4.私は社外の学習で得た内容を社内に還元している 0.709
Q5.私は社外の学習で得た内容を社内に還元して感謝されている 0.713
Cronbach のアルファ
標準化された項目に基づいた
Cronbach のアルファ
項目の数
0.794 0.796 6
項目が削除された場合の
Cronbachのアルファ
Q12.社外での学習を、会社が推進している 0.733
Q13.社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる 0.771
Q14.社外での学習費用を会社が負担してくれる 0.769
Q15.業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる 0.764
Q16.社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される 0.758
Q17.社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる 0.779
表 11：本調査 因子「支援度」についての信頼性分析 
表 12：本調査 因子「実践度」についての信頼性分析 
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第 4節 仮説検証 
プレ調査で立てた仮説を再掲する。 
仮説 1：越境学習は、所属する社員が会社に対してポジティブな感情で働いている場合
において促進される。 
仮説 2：越境学習は、ダイバーシティが浸透している会社において促進される。 
仮説 3：越境学習は、越境学習を促す仕組みや制度がある会社において促進される。 
これら 3つの仮説を検証する。 
 
第 1項 因子間の重回帰分析 
因子のうち、「実践度」を従属変数とし、「満足度」「ダイバーシティ浸透度」「支援度」
を独立変数とし分析を行った。 
モデル要約と分散分析より、R2乗は 0.181であり 0.1％水準で有意であった（表 13、14）。 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.426a 0.181 0.171 0.69092
a. 予測値: (定数)、支援度, ダイバーシティ浸透度, 満足度
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 25.126 3 8.375 17.545 .000b
残差 113.614 238 0.477
合計 138.740 241
a. 従属変数 実践度
b. 予測値: (定数)、支援度, ダイバーシティ浸透度, 満足度
表 13：本調査  各因子と「実践度」のモデルの要約 
表 14：本調査  各因子と「実践度」の分散分析 
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表 15の係数から、越境学習の「実践度」に対して、「満足度（β=0.207、p<0.01）」、「支
援度（β=0.302、p<0.001）」で有意な影響を及ぼしているが、「ダイバーシティの浸透度」
については有意な影響を及ぼしていないことが分かった。 
よって、仮説 1と仮説 3は支持され、仮説 2は支持されなかった。  
越境学習の実践モデルは図 9のように示された。 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 2.505 0.204 12.292 0.000
満足度 0.182 0.064 0.207 2.866 0.005
ダイバーシティ
浸透度 -0.012 0.063 -0.014 -0.190 0.849
支援度 0.251 0.056 0.302 4.517 0.000
a. 従属変数 実践度
非標準化係数
t 値 有意確率
表 15：本調査 各因子と「実践度」の係数 
図 9：本調査 越境学習の実践モデル 
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第 2項 有意な因子の各項目と越境学習実践度の分析 
 因子間の重回帰分析より、越境学習の「実践度」は「満足度」と「支援度」において有
意な影響があると分かった。これを更に深掘りし、「満足度」と「支援度」の各因子を構成
する項目を独立変数と置き、「実践度」を従属変数として分析を行った。 
 
「満足度」と「実践度」に関する考察と仮説 1の検証 
再掲：仮説 1：越境学習は、所属する社員が会社に対してポジティブな感情で働いている
場合において促進される 
 
因子「満足度」は下記 6つである。 
・私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている 
・私のマネージャーは良い仕事を行った場合は、その旨をきちんと伝え評価してくれる 
・私の仕事量と責務は適切だと思う 
・あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足している 
・私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与えられている 
・私はこの会社で働くことに誇りを持っている 
これらを独立変数とし分析を行った。 
 
モデル要約と分散分析より、R2乗は 0.123 であり、0.1％水準で有意であった（表 16，
17）。 
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【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
表 17：本調査 「満足度」と「実践度」の分散分析 
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 17.112 6 2.852 5.510 .000b
残差 121.628 235 0.518
合計 138.740 241
b. 予測値: (定数)
Q25.私はこの会社で働くことに誇りを持っている
Q26.私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている
Q29.私の仕事量と責務は適切だと思う
Q30.私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与え
　　られている
Q31.私のマネージャーは良い仕事を行った場合は、その旨をきちんと
　　伝え評価してくれる
Q32.あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足
　　している
a. 従属変数 実践度
【出所】調査結果より筆者作成 
 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.351a 0.123 0.101 0.71942
a. 予測値: (定数)
Q25.私はこの会社で働くことに誇りを持っている
Q26.私は私の会社が提供する商品やサービスに誇りを持っている
Q29.私の仕事量と責務は適切だと思う
Q30.私は良い仕事ぶりに対しては正しく認知され適正な報酬を与え
　　られている
Q31.私のマネージャーは良い仕事を行った場合は、その旨をきちんと
　　伝え評価してくれる
Q32.あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに満足
　　している
表 16：本調査「満足度」と「実践度」のモデルの要約 
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表 18に示した係数を見ると、6項目すべてで有意な影響を示したものはなかった。 
満足する対象が評価や報酬、仕事量や責務などに細分化されていくと個々の項目では有
意に影響していないことが分かった。 
 6 項目の中でも有意確率が小さいものを敢えて挙げると「あらゆることを勘案して、私
は現在の仕事とポジションに満足している（β=0.145、p=0.081）」であった。 
 
表 18：本調査 「満足度」と「実践度」の係数 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数)
2.746 0.206 13.321 0.000
Q25.私はこの会社で働くことに誇り
    を持っている 0.051 0.063 0.080 0.813 0.417
Q26.私は私の会社が提供する商品や
    サービスに誇りを持っている 0.078 0.061 0.111 1.284 0.200
Q29.私の仕事量と責務は適切だと
    思う 0.081 0.052 0.122 1.549 0.123
Q30.私は良い仕事ぶりに対しては
    正しく認知され適正な報酬を
    与えられている
0.017 0.066 0.024 0.254 0.800
Q31.私のマネージャーは良い仕事を
    行った場合は、その旨をきちん
    と伝え評価してくれる
-0.029 0.055 -0.044 -0.538 0.591
Q32.あらゆることを勘案して、
    私は現在の仕事とポジションに
    満足している
0.091 0.052 0.145 1.753 0.081
t 値 有意確率
a. 従属変数 実践度
非標準化係数
【出所】調査結果より筆者作成 
 
「支援度」と「実践度」に関する考察と仮説 3の検証 
再掲：仮説 3：越境学習は、越境学習を促す仕組みや制度がある会社において促進される 
 
因子「支援度」の項目は下記 6つである。 
・社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる 
・社外での学習費用を会社が負担してくれる 
・社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる 
・業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる 
・社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される 
・社外での学習を、会社が推進している 
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これらを独立変数とし、分析を行った。 
 
モデル要約と分散分析より、R2乗は 0.235 であり、0.1％水準で有意であった（表 19、
20）。 
 
表 19：本調査 「支援度」と「満足度」のモデルの要約 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.484
a 0.235 0.215 0.67219
a. 予測値: (定数)
Q12.社外での学習を、会社が推進している
Q13.社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる
Q14.社外での学習費用を会社が負担してくれる
Q15.業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる
Q16.社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される
Q17.社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる
　  
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 20：本調査 「支援度」と「満足度」の分散分析 
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 32.557 6 5.426 12.009 .000b
残差 106.183 235 0.452
合計 138.740 241
a. 従属変数 実践度
b. 予測値: (定数)
Q12.社外での学習を、会社が推進している
Q13.社外の学習に参加する際、上司は業務のフォローをしてくれる
Q14.社外での学習費用を会社が負担してくれる
Q15.業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる
Q16.社外で学習し社内に還元したら、人事考課で評価される
Q17.社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる
 
【出所】調査結果より筆者作成 
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表 21に示した係数を見ると、正の影響を示したものは 
「社外での学習を、会社が推進している（β=0.266、p<0.05）」 
「業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる（β=0.144、p<0.037）」 
「社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる（β=0.272、p<0.001）」 
の 3項目であった。 
負の影響を示したものは 
「社外での学習費用を会社が負担してくれる（β=－0.148、p<0.05）」 
の 1項目であった。 
 
表 21：本調査 「支援度」と「満足度」の係数 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 2.744 0.136 20.192 0.000
Q12.社外での学習を、会社が推進
    している 0.150 0.044 0.266 3.373 0.001
Q13.社外の学習に参加する際、上司
    は業務のフォローをしてくれる 0.072 0.039 0.127 1.855 0.065
Q14.社外での学習費用を会社が負担
    してくれる -0.079 0.039 -0.148 -2.039 0.043
Q15.業務時間中でも社外での学習に
    参加させてもらえる 0.078 0.037 0.144 2.096 0.037
Q16.社外で学習し社内に還元した
    ら、人事考課で評価される -0.077 0.050 -0.114 -1.522 0.129
Q17.社外で学習し社内に還元した
    ら、社内の評判がよくなる 0.185 0.048 0.272 3.817 0.000
a. 従属変数 実践度
非標準化係数
t 値 有意確率
 
【出所】調査結果より筆者作成 
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第 5章 考察 
第 1節 本調査結果からの考察 
本調査結果において、仮説で立てた「満足度」「ダイバーシティ浸透度」「支援度」が並
列に「実践度」に影響を与えているのではなく「実践度」に影響を与えているものは「満
足度」と「支援度」であることが示唆された。 
「実践度」と「満足度」の下位尺度における重回帰分析を行った結果、下位尺度すべて
の項目が有意ではなかったが、その中でも有意確率が小さいものは「あらゆることを勘案
して、私は現在の仕事とポジションに満足している」であった。仕事量や責務、報酬、上
司のフォローなどに対する個々の満足が高いだけでは「実践度」に対する有位な影響がな
いことが示唆された。あらゆる側面で「満足度」が高いということは、大きな不満の要素
がないとも言える。そのような状態から一緒に働く仲間の役に立ちたい気持ちが起こり、
越境学習という手段で会社に還元することがあるだろう。 
「実践度」と「支援度」の下位尺度における重回帰分析を行った結果は、「社外での学習
を会社が推進している」「業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる」「社外で学
習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる」において有意な正の影響があった。また
「社外での学習費用を会社が負担してくれる」については有意な負の影響があるという結
果が出た。 
正の影響があった項目は、精神的な支援であると言えるのではないか。業務時間中に社
外の学習に参加するという行為も「参加させてもらっている」という他者への遠慮や感謝
が感じられるのではと考える。 
一方で、費用負担という金銭面の支援が負の影響であったことについて、金銭面の支援
制度を設けている会社に勤めるビジネスパーソンへヒアリングしたところ「金銭的支援が
あっても時間がない」「支援の対象講座に魅力・興味がない」などの回答が得られた。 
 内閣府の調査によると、平成 27年においてフレックスタイム制度を導入している会社は
全産業の 4.3%11であり、時間を自由に使えるビジネスパーソンは限られる。 
また、会社側は業務に直結する学習になら支援をするが、そうではない学習には支援を
しないと定めている場合がほとんどである。物理的に越境学習ができない状況、会社都合
で支援の枠を定めていると社員が感じていれば、金銭的な支援を厚くするほど社員側は越
                                                   
11 内閣府男女共同参画局が刊行した「男女共同参画白書 平成 28 年版」を参照した。100 人未
満の企業においては、2.2%の制度導入に留まる。 
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境学習しようという気持ちが冷める可能性があると考えられる。 
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第 2節 「ダイバーシティ浸透度」による影響についての検討 
本調査の結果では「ダイバーシティ浸透度」は「実践度」に有意な影響を示さなかっ
たが、他の 3因子と相関があった。「ダイバーシティ浸透度」が他の因子に何らか関係する
場合、以下のパターンが考えられるのではないか。 
・「ダイバーシティ浸透度」が「満足度」に影響を与え、その結果「実践度」に影響を与え
ている場合（図 10、影響 1） 
・「ダイバーシティ浸透度」が「支援度」に影響を与え、その結果「実践度」に影響を与え
ている場合（図 10、影響 2） 
 
 
 
 
【出所】筆者作成 
 
上記の関係性を確認するため、影響 1では「ダイバーシティ浸透度」と「満足度」、影響
2では「ダイバーシティ浸透度」と「支援度」における因子間の重回帰分析を行った。 
まずは、影響 1 の検証を行う。「ダイバーシティ浸透度」を独立変数、「満足度」を従属
変数と置き重回帰分析を行った。モデルの要約と分散分析の結果から、R2乗は 0.291とな
り、0.1%の水準で有意になった。（表 22、23）。 
また、係数（表 24）、においても有意な影響があることが分かった（β=0.540、p<0.001）。 
図 10：考察 ダイバーシティ浸透度が与える影響 
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【出所】調査結果より筆者作成 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 24：考察 影響 1「ダイバーシティ浸透度」と「満足度」の係数 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.540a 0.291 0.288 0.72731
a. 予測値: (定数)、[%1:, ダイバーシティ浸透度:
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 52.159 1 52.159 98.603 .000
b
残差 126.956 240 0.529
合計 179.116 241
a. 従属変数 満足度
b. 予測値: (定数)、[%1:, ダイバーシティ浸透度:
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 1.688 0.181 9.333 0.000
ダイバーシティ
浸透度 0.541 0.054 0.540 9.930 0.000
a. 従属変数 満足度
有意確率
非標準化係数
t 値
表 23：考察 影響 1「ダイバーシティ浸透度」と「満足度」の分散分析 
表 22：考察 影響 1「ダイバーシティ浸透度」と「満足度」のモデルの要約 
53 
 
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 56.672 6 9.445 18.128 .000b
残差 122.444 235 0.521
合計 179.116 241
a. 従属変数 満足度
b. 予測値: (定数)
Q18.私の会社はダイバーシティが進んでいると思う
Q20.意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定
　　に参加できる
Q22.私の会社は性別に関係なく評価される
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価される
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される
さらに、「ダイバーシティ浸透度」の各項目を独立変数、「満足度」を従属変数と置き「ダ
イバーシティ浸透度」の、どの項目がどの程度「満足度」に影響を与えるか重回帰分析を
行った。   
モデルの要約と分散分析より、R2乗は 0.316、0.1%水準で有意であることが分かった（表
25、26）。また、係数より「私の会社はダイバーシティが進んでいると思う（β=0.127、
p<0.05）」、「意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる（β=0.271、
p<0.001）」の 2項目が影響を与えていることが分かった（表 27）。 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 26：考察  影響 1「ダイバーシティ浸透度」各項目と「満足度」の分散分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
表 25：考察 影響 1「ダイバーシティ浸透度」各項目と「満足度」のモデルの要約 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.562a 0.316 0.299 0.72183
a. 予測値: (定数)
Q18.私の会社はダイバーシティが進んでいると思う
Q20.意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定
　　に参加できる
Q22.私の会社は性別に関係なく評価される
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価される
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される
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表 27：考察 影響 1「ダイバーシティ浸透度」各項目と「満足度」の係数 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
本調査結果では、「実践度」を高めるためには「満足度」をあらゆる側面で高めることが
効果的であることが示唆されたが、実際に経営者や人事はどのような施策を行えばそれが
実現できるか具体的ではなかった。しかし、更なる考察において「ダイバーシティ浸透度」
は「満足度」に正の影響を与えていることが分かり、中でも「私の会社はダイバーシティ
が進んでいると思う」「意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われ
る」について「満足度」に有意な正の影響があるという結果が出た。 
社内において「満足度」を向上させるための具体的な施策として、可能な限り社内政治
ではなく裏付けのある事実、誰もが納得するデータをもとに意思決定が行われるようにす
ること、男性や大卒などといった特定のカテゴリにある人ではなく誰もがフェアに活躍で
きる土壌を作ることが有効であると考えられる。 
 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 1.780 0.191 9.304 0.000
Q18.私の会社はダイバーシティが
　　進んでいると思う 0.084 0.042 0.127 2.003 0.046
Q20.意思決定は社内政治ではなく
　　調査や事実、専門的指標により
　　行われる
0.211 0.056 0.271 3.748 0.000
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、
　　自分たちの仕事に直接関わる意思
　　決定に参加できる
0.080 0.049 0.115 1.619 0.107
Q22.私の会社は性別に関係なく評価
　　される 0.074 0.049 0.105 1.521 0.130
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価
　　される 0.012 0.053 0.016 0.220 0.826
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者
　　関係なく評価される 0.086 0.052 0.119 1.651 0.100
a. 従属変数 満足度
t 値 有意確率
非標準化係数
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次に、影響 2 の検証を行う。「ダイバーシティ浸透度」を独立変数、「支援度」を従属変
数と置き重回帰分析を行った。モデルの要約と分散分析の結果から、R2乗は 0.170となり、
0.1%の水準で有意になった。（表 28、29）。 
また、係数からも、有意な影響がある（β=0.412、p<0.001）ことが分かった（表 30）。 
 
 
 
 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 29：考察  影響 2「ダイバーシティ浸透度」と「支援度」の分散分析 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.412a 0.170 0.167 0.83219
a. 予測値: (定数)、[%1:, ダイバーシティ浸透度:
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 34.038 1 34.038 49.150 .000
b
残差 166.208 240 0.693
合計 200.246 241
a. 従属変数 支援度
b. 予測値: (定数)、[%1:, ダイバーシティ浸透度:
表 28：考察 影響 2「ダイバーシティ浸透度」と「支援度」のモデルの要約 
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【出所】調査結果より筆者作成 
 
さらに、「ダイバーシティ浸透度」の各項目を独立変数、「支援度」を従属変数と置き「ダ
イバーシティ浸透度」の、どの項目がどの程度「支援度」に影響を与えるか重回帰分析を
行った。モデルの要約と分散分析より、R2 乗は 0.239、0.1%水準で有意であることが分か
った（表 31、32）。また、係数より「私の会社はダイバーシティが進んでいると思う（β
=0.226、p<0.01）」と「意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われ
る（β=0.283、p<0.001）」の 2項目が影響を与えていることが分かった（表 33）。 
 
表 31：考察  影響 2「ダイバーシティ浸透度」各項目と「支援度」のモデルの要約 
R R2 乗 調整済み R2 乗 推定値の標準誤差
.489a 0.239 0.220 0.80502
a. 予測値: (定数)
Q18.私の会社はダイバーシティが進んでいると思う
Q20.意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる。
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定に
    参加できる
Q22.私の会社は性別に関係なく評価される
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価される
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される
 
【出所】調査結果より筆者作成 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 1.168 0.207 5.645 0.000
ダイバーシティ
浸透度 0.437 0.062 0.412 7.011 0.000
a. 従属変数 支援度
非標準化係数
t 値 有意確率
表 30：考察 影響 2「ダイバーシティ浸透度」と「支援度」の係数 
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表 32：考察  影響 2「ダイバーシティ浸透度」各項目と「支援度」の分散分析 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 33：考察 影響 2「ダイバーシティ浸透度」各項目と「支援度」の係数 
標準化係数
B 標準誤差 ベータ
(定数) 1.392 0.213 6.522 0.000
Q18.私の会社はダイバーシティが
　　進んでいると思う 0.158 0.047 0.226 3.381 0.001
Q20.意思決定は社内政治ではなく
　　調査や事実、専門的指標により
　　行われる
0.234 0.063 0.283 3.716 0.000
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、
　　自分たちの仕事に直接関わる意思
　　決定に参加できる
0.053 0.055 0.072 0.967 0.334
Q22.私の会社は性別に関係なく評価
　　される 0.008 0.054 0.011 0.148 0.882
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価
　　される -0.044 0.059 -0.057 -0.753 0.452
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者
　　関係なく評価される 0.038 0.058 0.049 0.646 0.519
a. 従属変数 支援度
非標準化係数
t 値 有意確率
【出所】調査結果より筆者作成 
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 47.953 6 7.992 12.333 .000b
残差 152.293 235 0.648
合計 200.246 241
a. 従属変数 支援度
b. 予測値: (定数)
Q18.私の会社はダイバーシティが進んでいると思う
Q20.意思決定は社内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる。
Q21.私の会社のすべてのメンバーは、自分たちの仕事に直接関わる意思決定に
    参加できる
Q22.私の会社は性別に関係なく評価される
Q23.私の会社は学歴に関係なく評価される
Q24.私の会社は新卒者・中途採用者関係なく評価される
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本調査で「実践度」を高める「支援度」において正の影響があった項目は、「社外での学
習を会社が推進している」「業務時間中でも社外での学習に参加させてもらえる」「社外で
学習し社内に還元したら、社内の評判がよくなる」であった。 
更に考察を進めていくと、「ダイバーシティ浸透度」が「支援度」に正の影響があること
が分かった。中でも「私の会社はダイバーシティが進んでいると思う」「意思決定は社内政
治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる」の 2 項目が有意な正の影響があると
いう結果が出た。これは「満足度」に正の影響を与える項目と同じであった。 
以上の結果より、越境学習が促進されるモデルを図 11に表した。 
 
 
【出所】調査結果より筆者作成 
図 11：考察 越境学習が促進されるモデル 
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第 3節 インタビューからの考察 
本調査で行ったアンケートの回答者から、越境学習が成功していると回答した 7名に協力
を要請し、インタビューを行った。 
第 4章の本調査結果と、第 5章 第 1節「本調査結果からの考察」、同 第 2節「『ダイバー
シティ浸透度』による影響についての検討」を踏まえ、下記 7名の所属する会社における、
働く人達の組織・職務「満足度」、越境学習の「支援度」がどのような状態であるかを考察
する。そして「ダイバーシティ浸透度」がそれらにどのように影響を与えているかも検討
していく。 
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A 氏／金融（インタビュー：2017 年 10 月 1 日実施） 
 「当社の CEOは推進力が強いです。CEOは学びに対しても積極的です。 
当社で部長になるにはビジネススクールに通うことが条件だし、職位に限らず立候補し
た人にも費用を補助しています。 
社外で見識を広めたり、いろいろなことに挑戦したりと自分の価値を上げている人には
チャンスがある会社だと思います。例えで比較すると、大手企業の公募制はその企業内の
異動に留まると思いますが、当社では親会社、子会社、グループ会社関係なくキャリアオ
ープンになっていて、希望のポジションに応募できます。もし希望のポジションが公開さ
れていなくても、『自分の強みはこれです、この部門で活かせます』と申請し認められれば
異動することができます。 
また、珍しい例ですが、会社を兼務しても OKです。自分でビジネスプランを作って申請
し、認められれば事業化することもできます。 
ダイバーシティの面でも進んでいます。当社は規模でいうと大企業ですが CEO はすごく
フランク。社員の声をちゃんと聴いてくれる人で、誰にでも分け隔てない。入社して間も
ない 20 代の社員を『手上げ制』で集め、スタディグループを作っています。そこで CEO
を含めて次世代サービスについてディスカッションしています。先日は 20代の女性が、会
社が入居しているビルに保育園を作りたいと進言したところ、早速プロジェクトが動いて
いると聞いています。 
とはいえ、大きな組織になってきたので全員が前向きでチャレンジ精神旺盛というわけ
ではないですが。 
社外で勉強をして、それを活かす文化は根付いている会社だと思います。」 
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B 氏／サービス（インタビュー：2017 年 10 月 7 日実施） 
 「ダイバーシティは最近進んできましたね。以前は新卒採用が主でしたが、ここ 10年間
は中途と新卒を同じくらいの人数で採用するようになってきて会社の空気が変わってきた
と思います。中途の枠では、ガツガツした人やちょっと変わった人が採用されている感じ
がします。 
辞める人は少ないですね。辞める理由がないのですよね。報酬も悪くないし、認知度は
高いし、やりがいもある。さらに、会社としては仲間には留まって活躍して欲しいので、
どんな人でも活躍できる場所や仕事があるんですよね。社員の多くは会社のことが好きだ
と思いますよ。 
 ビジネススクールへの派遣制度は数年前から始まりました。申請するときに、自分は何
のために通いたいのか、それをどう生かしたいのかを会社に伝えて、通れば会社が費用を
出してくれます。会社側は『卒業したら、学びを会社で活かしてもらいたい』という意識
が強く、学びを活かすチャンスを得ることができます。 
他にも自己啓発の支援があり、外部に学びに行く場合は費用補助があります。 
 人事が用意している研修もたくさんあり、その中に異業種理解という研修があります。
サービスの現場で何年もいると、その業務は完璧にできるようになりますが、一方で視野
が狭くなります。会社全体の方針でやってもらわないと困ることを依頼すると『それは自
分の仕事ではない』と断られることも。異業種を理解して、視野を広げてもらうことが大
切だと会社は考えています。 
 ビジネススクールや異業種理解に限らず、会社は社員に視野を広げてもらいたい思いが
あり、社外に出て学びを促進する仕組みはある。でも、そういうものに興味を持って手を
上げる人はまだ少ないかな。」 
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C 氏／IT（インタビュー：2017 年 10 月 7日実施） 
「まず、当社の『学びの支援』について説明します。補助金制度があります。自己成長の
ための有料研修は会社が半額サポート。事業に直接関係ないものでも、上長である部長が
許可を出せばサポートできます。上限金額の規定も設けていませんが、運用面で 1 人に支
給が偏らないよう、そのラインの執行役員が管理しています。  
申し込みの実態は、年間で 10から 20人程度。一人当たり 3万から 5万円くらい。制度自
体は皆なんとなく知っているものの、会社として強くアピールしてないのでそれほど活発
ではありません。ただ、自腹で通う人や無料セミナーなどに活発に通う人はたくさんいる
ので実態数はわかりません。 
その他、学習を促す具体的な取り組みは、年間 10回ほど行っている会社主催のセミナー
です。登壇者は外部の講師と社員が務めます。商業的なセミナーですが、社員も聴講可能
ですし、セミナーの講師になること自体が社員の成長の場とし重要な機会となっています。 
パートナー主催の研修にも参加させています。毎年 Google が、取引先を成長させるため、
課題解決思考・マーケティング・リーンスタートなどパッケージしたワーク主体のトレー
ニングを開催しています。当社も社員を毎年 2名参加させています。 
半年に１回表彰される MVP 2 名には、副賞として海外研修旅行があり、1 週間ほどニュー
ヨークかシリコンバレーへ送ります。全社会議で海外研修の様子を共有します。更に、こ
れに沿った研修を自ら企画して主催、求めに応じて自発的に共有会を開催することもあり
ます。 
研修は多いと思います。会社が用意しているのではなく、社員が自発的に企画し自ら講
師となり開催しています。年間で 20〜30本くらい、内容も事業に沿ったものが多いですね。 
つまり、学びの支援は制度としてあるが活発に使われていない一方で、研修を自ら企画し
主催するなど、学びは活発で学ぶ文化が強いと言えます。 
 情報共有文化も強く、システムを活用しています。情報をアップすると「いいね」がも
らえます。部門によっては情報共有数や「いいね」の数を目標設定とする場合もあります。
これは 5年前から導入していますね。  
学ぶ様子を見ていても、活発な雰囲気です。学びを通して周りに還元したいという想い
のある社員が多く、直接自分に見返りがなくとも勉強会をして共有したい、教えたいとい
う気持ちで開催しているみたいです。発案者はマネージャーやリーダークラスに限らず、
若手も自ら主催していますね。当社は学歴も性別も年齢も関係ないので。」 
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D 氏／広告（インタビュー：2017 年 10 月 7 日実施） 
「『総合広告代理店』という業種柄かもしれませんが、ダイバーシティが進んでいるのでは
と思います。いろんな価値観の人を採用している印象があります。新卒や中途も関係なく
評価されますし学閥もありません。ただ、女性活躍推進という面ではまだまだです。実績
として役員が過去排出されていません。 
 学びを促進する制度はいくつかあります。留学や、復興支援などのボランティアで 1 年
間休職を認める制度があります。視野を広げるとか社会貢献のためと思います。定時後、
外部セミナーへ通うための費用補助もあります。他には、MBA や資格など合格を支援する
制度があります。MBA の学費自体に補助はありませんが、会社として応援する雰囲気があ
ります。 
 これは、仕事が属人的であり、個人がスキルアップし知識を増やすことで仕事がたくさ
ん取れるためです。そのため、会社側が応援しているのだと思います。 
 社外で学んできたことを敢えて社内に報告するという義務のようなものはありませんが、
局長クラスや現場のエースが若手向けに勉強会を開き、ノウハウを教えてくれることはあ
ります。 
学びで自分の価値を高めること自体が会社の価値を高めることに直結するんだと思いま
す。 
あとは、当社では会社や仕事が好きな人は多いですね。残業してでも質の良い仕事をし
たいという想いのある人が多いです。管理職になると残業代は出なくなりますが、それで
もとことん最前線の現場で仕事をやりたいと思う人は多いと思います。」 
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E 氏／メーカー（印刷）（インタビュー：2017 年 10 月 9 日実施） 
「当社には『ビジネススクール』があります。社内 MBA のようなしっかりしたものでな
く、教育コンテンツを紹介した冊子のことです。掲載されている講座から自由に選んで参
加できます。社内に外部の講師が来てくれて、そこに参加する場合もあれば、外の会場で
参加する場合もあります。就業時間内の参加も認められています。社員であれば自由に参
加ができるのですが参加する方が固定化しがちですね。 
社外研修で珍しいものをあげると、１年間海外の現地法人に派遣したり、海外のビジネ
ススクールに短期留学させたり、JICAが民間企業向けにやっているプログラムへ派遣した
りしています。 
社外から知見を学ぶ研修の支援が多いですね。これは、業界の特性かもしれない。印刷
会社は顧客の制作業務と確認作業が発生します。都度顧客に訪問して確認する手間を省く
ために先方に駐在することがあります。例えば顧客のオフィスが入っているビルの別フロ
アを借りたり、顧客が提供する会議室をまるまる借りて作業場にしたり、クライアントと
席を並べて常駐することもあります。また顧客の社名が入った名刺を作って顧客の一員と
して活動することもあります。理由は顧客と長期的な信頼関係に基づき『顧客の利益に寄
与することならば何事にも臆せず協力する』そんな商慣習があるから顧客の中に入ること
に抵抗感が少ないのかもしれないですね。 
会社への満足度ですが、社員同士仲は良いと思います。よく飲みに行きますしね。同期
の結束も強いです。また、お付き合いしている会社は大企業が多くビジネスとしても大き
い。世の中に対しての影響力がある仕事です。それに対してプライドや、やりがいを持ち
頑張る社員は多いですよ。 
社員は新卒採用が多く、2017 年は営業職、企画職で経験者採用を多く採用しています。
営業は過去男性がほとんどでしたが女性の新規採用の増加で営業の女子比率もだいぶ上が
りました。」 
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F 氏／アパレル（インタビュー：2017 年 10 月 19 日実施） 
「アパレル業界は市場規模が一定で、シェアの取り合いになっている。うちの会社も危機
感を常に持っているし、自分自身の感覚や知識が古くならないよう、常にアップデートし
て、意識改革をすることは求められているかな。だから外に出ろ、という風土がある。費
用も時間も会社が支援します。セミナーや勉強会、カルチャースクール、講演会に行く人
もいれば、MBAの取得も推奨されていて、年に数人はビジネススクールへ派遣されている。
MBAは全員が行けるわけではないので、社内 MBAも作った。 
思いっきりベクトルが違う方向に振り切った人は評価される風土。今までのアパレルにな
かったサービスに挑戦するような斬新なものを評価している。アルバイトの人も自分でブ
ランドを立ち上げるし、社員もアルバイトもあまり関係ない。活躍する人は様々。短大卒
で役員もいるし、課長以上で子育てしながら働く女性、イクボスの役員など色んな人がい
る。LGBTについても積極的に取り組んでる。テレワークを導入したし、働きやすい仕組み
はあると思う。 
いろんな仕組みがあるけど、固定じゃない。もっといいものがあれば今までのものはやめ
て新しく作るし、どんどん変わっていく会社だと思う。」 
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G 氏／サービス（インタビュー：2017 年 10 月 25 日実施） 
「当社は性別も年齢もバラバラで中途ばかり。いろんな人がいます。いったん会社を辞め
て戻ってくる人も多いと思います。副業をしている人もいますね。 
自分の成長に関しては自主的に、自己責任でという考え方ですね。自己啓発には年に 20
万円まで会社が補助を出してくれるし、外部に学びに行く時間もあります。時間は基本的
に管理されていないので上手くやりくりして、ですね。MBA は推奨されていて、年に数人
海外の大学への派遣もあります。 
外部で得た知識は、社内の自部署以外の人にも発信して共有することが多いです。また、
『これについて教えてほしい』という質問をもらったら周囲が積極的に自分の知見を伝え
てくれます。学んだことは組織のために活かす、という環境ですね。当社では業績だけで
なく、組織貢献度についても会社がきちんと評価をします。 
そのほか、上位職になるとメディアに出るなど外部に対しての発信をし、会社の価値を
上げる活動も求められてきます。」 
67 
 
インタビュー実施のまとめ 
越境学習が成功している会社に勤務する 7名へのインタビューを行った。 
インタビューを行ったすべての会社において「支援度」「満足度」が高いことが分かった。 
また、本調査において越境学習の「実践度」に相関はあるが、有意に働かなかった「ダ
イバーシティ浸透度」についてはインタビューを通じ、各社各様に関係性があることが示
唆された（表 34）。 
A 氏、B 氏、C 氏の話から、前向きな気持ちと実力があれば誰にでもチャンスがあるという
会社の土壌があり、それが「満足度」の源泉になっているようであった。チャンスを活かすた
めに自分を磨く越境学習をしている社員が多いのだろうと考えられる。 
また、D 氏、F 氏、G 氏の話からは業界や取り扱い商品の特性上、いろいろな価値観を持っ
た人材が揃っていることが競争優位になる。そして、社外から新たな知見を得て仕事で活かす
ことが必要であることを会社も認識しているため会社は越境学習を支援している。 
E 氏の話から、当該会社の「ダイバーシティ浸透度」は近年になり推進されてきており、こ
れ以前から越境学習は行われているため、「満足度」と「支援度」に影響していると言いきれな
かった。 
以上のように、7 社のうち 6 社が本調査の結果と前節までの考察で示唆されたことを体現し
ている。実地の調査においても、本研究における結論はほぼ変わらなかったと言える 
 
A氏 B氏 C氏 D氏 E氏 F氏 G氏
業界 金融 サービス IT 広告
メーカー
（印刷）
アパレル サービス
「ダイバーシティ
浸透度」から強く
影響を受ける因子
満足度 満足度 満足度 支援度 ─ 支援度 支援度
 
【出所】調査結果より筆者作成 
 
表 34：考察 「ダイバーシティ浸透度」から強く影響を受ける因子 
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第 6章 おわりに 
第 1節 本研究の実務応用可能性 
越境学習を行うことが、「人材としての価値を上げ組織に利益をもたらす」「本業におい
ての役割が拡大される」など効用があることが先行研究により証明されてきた。しかし、
どのような組織であれば越境学習の実践度合いが高くなるのか、越境学習が実践されるに
好ましい組織の状態とはどのようなものかは各先行研修が課題としていたところである。 
各先行研究が課題として残している「組織」、本研究においては「会社」に焦点を当てた。 
本調査と考察を重ねた結果、越境学習を実践するために経営者や人事がどのような施策
を打てば良いか、具体的に示されたと言ってよいだろう。 
越境学習が実践されるには働く社員の組織や仕事に対する「満足度」が高いこと、組織
による越境学習への「支援度」が高いことが有効であることが分かった。 
そして、考察において追加調査をしたところ、この 2 つを向上させるためには「ダイバ
ーシティ浸透度」が影響していることが分かった。 
「満足度」が高い状態とは「あらゆることを勘案して、私は現在の仕事とポジションに
満足している」状態であることが示唆されたが全方位的に満足度を上げることは困難を極
める。しかし考察において「ダイバーシティ浸透度」との関係を追加調査し、解決の糸口
が見えてきた。 
「満足度」を高めるには「私の会社はダイバーシティが進んでいると思う」「意思決定は社
内政治ではなく調査や事実、専門的指標により行われる」という 2 つを社員が認識してい
ることが重要であることが分かった。 
 そして、「支援度」については「社外での学習を、会社が推進している」「業務時間中で
も社外での学習に参加させてもらえる」「社外で学習し社内に還元したら、社内の評判がよ
くなる」という状態があることが重要であることが分かった。 
 「支援度」を高めるための「ダイバーシティ浸透度」の項目は、満足度と同じであった。 
 実務応用可能性という点では、以上のように取るべき施策が調査結果から具体的になっ
ている。 
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第 2節 本研究の限界 
本研究は、プレ調査で 23名に対しヒアリング、本調査で 242名に対しリッカート 5件法
を用いたインターネットアンケートを行い、本調査回答者の中から越境学習成功会社に勤
務する 7名に追加インタビューを行った。 
プレ調査では全員勤務先が被っていない。また、本調査におけるインターネットアンケ
ートにおいては勤務先名の回答を求めていないが、極力勤務先が被らないよう配慮し行っ
た。よって、1つの会社の状況を、1人が代表して回答していることになる。回答者の置か
れている環境や、身内をひいきしてしまう内集団バイアスなどは考慮していない。 
また、本研究により期待する効果として「会社におけるイノベーションの推進」と「個
人の能力開発」を掲げていた。本研究により、これらが促進される土台作りに貢献できる
結果は得られたと考える。ただし、「越境学習批判会社」を「越境学習成功会社」に移行す
るには、より実利的な結果がなければ動機とならないのではないか。今後の研究で、「越境
学習成功会社」に注目して、越境学習がイノベーションに繋がった事例や業績への貢献を
財務の観点で明らかにしていく。 
最後に、越境学習の支援の中身についても更に深い考察が必要になると考える。市村
（2015）によると、支援する越境学習の内容が業界限定でしか通用しないなど、本人のエ
ンプロイアビリティになっていない場合や、会社からの支援が行き過ぎてしまう場合、支
援に対する知覚がネガティブな効果に繋がる可能性があるという。会社として、どのよう
な支援が的を射ているのか、的外れであるのかも更なる研究で明らかにしていきたい。 
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